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2023年12月期連結決算概要および
前中期経営計画『OYO Advance2023』の振返り

1．
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2023年12月期 通期連結決算概要

（百万円）

FY2022 FY2023 前期比 修正予想
(期初予想)

修正予想比

受注高 61,950 66,844 107.9% ー
(62,000)

ー

売上高 59,011 65,602 111.2% 64,000
(62,000)

102.5%

営業利益 2,454 2,842 115.8% 2,400
(4,000)

118.4%

経常利益 2,969 3,595 121.1% 3,100
(4,500)

116.0%

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,808 4,006 221.5% 2,400

(3,000)
166.9%

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

※当期純利益増(修正予想比)の主要因は米国子会社における繰延税金資産計上等による

増収・増益
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2023年12月期 セグメント別業績概要

（百万円）
FY2022 FY2023 前期比

受注高 23,748 22,307 93.9％

売上高 19,847 24,034 121.1％

営業利益 340 391 115.0％

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

受注高 14,158 16,438 116.1％

売上高 13,545 14,157 104.5％

営業利益 474 460 97.0％

受注高 10,249 10,346 100.9％

売上高 9,923 10,423 105.0％

営業利益 1,064 1,083 101.9％

受注高 13,793 17,751 128.7％

売上高 15,694 16,987 108.2％

営業利益 567 895 157.9％

インフラ・
メンテナンス

防災・減災

環 境

増収・増益

増収・減益

増収・増益

増収・増益
資源・
エネルギー
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業績の推移 
 売上高は堅調に推移しながらも、事業収益性は依然として低迷

 問題認識：①事業収益性の低下、②資本効率性の伸び悩み
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© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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OYO Advance2023 目標達成状況

災害廃棄物処理
計画関連サービス
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目標値 620億円
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重要課題②

OYO Advance2023：４つの重点サービス

地中可視化
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セグメント別業績推移

 インフラ･メンテナンスと防災・減災は、売上は伸⻑するも、収益性は⼤きく低下

 環境は、売上は伸び悩むも、収益性は安定的に推移

 資源･エネルギーは、市場の追い⾵（特に国内の洋上⾵⼒）を受けて売上が⼤きく伸⻑、収益性は伸び悩み
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セグメント別業績推移の内訳

 売上：インフラ･メンテナンスでは国際が大きく伸⻑、資源･エネルギーでは国内が⼤きく伸⻑

 営業利益率：インフラ･メンテナンスの国内および国際は低迷、防災･減災の国内は低下

売上高（億円） 営業利益率

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
※連結相殺考慮せず

インフラ･メンテナンス 防 災 ･ 減 災 環 境 資源･エネルギー

国内−営業利益率

国際−営業利益率

国内−売上⾼

国際−売上⾼
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Geosmart International Pte. Ltd.

NCS Subsea, Inc.(USA）

Fong Consult Pte. Ltd./FCI（シンガポール）

（シンガポール）

売却

買収

買収

事業
ポートフォリオ

再編状況
(2019〜)

国際グループの業績推移
 売上：市場の追い風（洋上風力、金属資源、アジアでのインフラ開発等）と事業ポートフォリオ再編によって右肩上がりに推移

 利益：ポストコロナや国際情勢、世界的なインフレ等が原価の上昇を引き起こし伸び悩む
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研究開発費

COVID-19
• 顧客の設備投資抑制による売上減少

• サプライチェーン確保のため高価部品の購入

• 部品供給難のため代替え部品の開発

• 移動制限による人件費高騰（シンガポール）

ウクライナ侵攻
• 資源価格高・物価高によるコスト増

米中関係悪化
• 中国向けの売上減少
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課 題 事業収益性の向上

対応方針 事業環境の変化･複雑化への順応

組織･セグメントの再編と事業の最適化

事業環境

変化･複雑化

事業活動

事業活動の重複
効率性の低下

効率性の低下

組織･セグメント

市場に即した
組織･セグメントの再編

 国内事業と国際事業を分離し、国際事業のマネジメントを強化

 国内事業は、市場に即した組織の再編を行い、事業体制を最適化

することで事業の効率化を図る

 セグメント毎に事業戦略を最適化し、マーケティングを強化する

ことで製品･サービスの市場価値向上を図る

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

OYO Advance2023 重要課題① 事業収益性の向上

最適化・順応

ターゲット市場 新セグメント

国際情勢

国内情勢

国内Ｂ

市場

国際市場

国内Ａ

市場

国内Ｂ

セグメント

国際

セグメント

国内Ａ

セグメント

事業戦略Ａ

事業戦略Ｂ

事業戦略Ｃ

再編･最適化

分離･強化

マーケティング強化

サービス価値の向上



675 694 699 
744 

300 299

223
244

18 29 18 40 2.6%

4.1%

2.6%

5.6%

0%

10%

20%

0

500

1,000

2020 2021 2022 2023

資産/資本効率性の向上

バランスシートの最適化

課 題

対応方針

11

総資産の圧縮と効率的なキャッシュフローの創出

 ROE向上のため、総資産の圧縮や資産/資本の回転率を高める

財務レバレッジ向上のため、借入の活用なども検討

配当方針の見直し

株主に対する利益還元は経営の重要課題

安定的な配当の実施

機動的な自己株式取得の継続

自己資本の増加を抑制するため、機動的な自己株式取得を継続

（億円）

自己資本が増加

自己資本額 現預金残高

当期純利益 ROE

自己資本と現預金残高推移

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

OYO Advance2023 重要課題② 資産/資本効率性の向上
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『資本コストや株価を意識した経営の実現』
に向けた対応

2．

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.



PBR ＝ PER × ROE

13

現状分析

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

PBR＝平均株価/BPS(平均値) 0.50倍 0.54倍 0.70倍 0.73倍

ROE＝当期純利益/自己資本(実績値) 2.63% 4.19% 2.60% 5.55％

PER＝平均株価/EPS(予想値) 17.57倍 19.64倍 18.55倍 18.99倍

PER＝平均株価/EPS(実績値) 19.10倍 12.85倍 27.09倍 13.19倍

当社のPBRが1倍を下回っている主な要因はROEの低さ

その改善のために、「事業収益性の向上」「資産/資本効率性の向上」「資本構成の最適化」の

領域で対応が必要

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

(参考) 直近4期のPBRおよびその構成要素の推移
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『資本コストや株価を意識した経営の実現』に向けた対応

2026目標

株主エンゲージメント強化、ESG開示情報拡充

  ROE 6％ 以上※

１.セグメント戦略の推進 2.バランスシートの最適化

事業収益性の向上 資産/資本効率性の向上 資本構成の最適化

 マーケットに即した組織再編･セグメント再編による

業務効率化とグループシナジーの拡大

 コンサルティング力の強化と収益性の高いサービスの

展開（選択と集中）

 コスト上昇分の販売価格への転嫁

 総資産の圧縮と効率的なキャッシュフローの

創出

 配当方針の見直し

 機動的な自己株式取得

 不採算事業の縮小・ノンコア資産の売却

 売上債権回転期間の短縮化推進

 グループ内余剰資金の活用

 原則、連結配当性向50％以上かつDOE2％以上

 配当と自己株式取得合計で100〜110億円

（３年間累計）の株主還元実施

 M＆Aは原則、有利子負債を活用
売上高

営業利益率

780億円

8％以上
2026年目標

資本コストの低減

※2030目標：ROE８％ 以上

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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新中期経営計画『OYO 中期経営計画2026』概要3．

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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経営理念

経営ビジョン

OYO サステナビリティビジョン
2030

OYO 中期経営計画2026

人と自然の調和を図るとともに

安全と安心を技術で支え

社業の発展を通じて社会に貢献する

人と地球の未来にベストアンサーを。
〜 持続可能な社会を実現するために。〜

社会・環境価値と事業収益を向上させ、

持続可能な社会の実現に貢献していきます。

OYO 中期経営計画2026の位置づけ

アクションプラン

100年企業に

向けた

持続的成⻑

「働きやすさ」と

「働きがい」を

実現する企業

社会課題の

解決に

貢献する企業

ステークホルダー

との共創

2030年のありたい姿

OYO サステナビリティビジョン2030 より

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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OYO 中期経営計画2026

OYO

サステナビリティ

ビジョン

2030OYO

中期経営計画

2026

OYO

Advance

2023

OYO

2020

社会・環境価値と事業収益を向上させ、

持続可能な社会の実現に貢献していきます。

売上高

営業利益率

ROE

780億円以上

8％以上

6％以上

業績目標  2026年

GHG排出量（Scope 1、2）※

女性管理職割合

従業員エンゲージメントスコア

3,000tｰCO2以上削減

10％以上

2023年(64pt)比+3pt以上

サステナビリティ目標  2026年

労働災害による死亡事故 ゼロ

売上高

営業利益率

ROE

1,000億円以上

10％以上

8％以上

業績目標  2030年

GHG排出量（Scope 1、2）※

女性管理職割合

従業員エンゲージメントスコア

実質ゼロ

15％以上

70ポイント以上

サステナビリティ目標  2030年

労働災害による死亡事故 ゼロ

売上高

営業利益率

ROE

656億円

4.3％

5.6％

業績実績  2023年

売上高

営業利益率

ROE

496億円

5.1％

2.6％

業績実績  2020年

※GHG：温室効果ガス（Green House Gas）
Scope 1：自社での燃料の使用や、工業プロセスによる直接的な排出
Scope 2：自社が購入した電気・熱等のエネルギーの使用に伴う間接的な排出

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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OYO 中期経営計画2026 基本方針
〜 OYO サステナビリティビジョン2030  アクションプラン 〜

1. セグメント戦略の推進

セグメントの再編

セグメント戦略

未来創造･成⻑投資

2. バランスシートの最適化

キャッシュアロケーション

株主還元施策

3. サステナブル経営の強化

人材戦略・働き方改革

気候変動リスク対応

ガバナンス・コンプライアンス

地域社会

サプライチェーン

顧客

株主・投資家

将来世代

社員・家族

ステークホルダー
との共創

ステークホルダー

100年企業に
向けた
持続的成⻑

「働きやすさ」と
「働きがい」を
実現する企業

社会課題の
解決に
貢献する企業

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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1. セグメント戦略の推進 セグメントの再編

※国内Ｇ：国内グループ会社、国際Ｇ：国際グループ会社

ターゲット市場

国
内
事
業

国
際
事
業

新セグメント

環境・
エネルギー

現セグメント

インフラ・
メンテナンス

応用地質㈱

国内G国内G

国際G

防災・減災

応用地質㈱

国際G

環境

資源・
エネルギー

応用地質㈱

国際G

セ
グ
メ
ン
ト
の
再
編

国際

国内G

応用地質㈱

国内G

防災・
インフラ

 市場特性に即した組織･セグメントに再編し、事業の効率化と収益性の向上を図る

 グループシナジーを最大化し、製品･サービスの見直しと企画開発･販売力の強化を図る

※GX：グリーントランスフォーメーション
※ブルーエコノミー：海を守りながら経済や社会全体をサステナブルに発展させることを前提とした海洋産業

自然環境･資源循環

ＧＸ･ブルーエコノミー

防災･インフラ

資源･エネルギー

防災･インフラ

計測･情報システム

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.



248 249 255 272 290

6.3%

3.9%

1.5%

4.7%
7.0%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

0

100

200

300

400

’21実績 ’22実績 ’23見込 2024 '26目標

105
133 164 167

190

1.8%

-2.4%

0.5%

3.3%

7.0%

-3.0%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

-100

0

100

200

300

400

’21実績 ’22実績 ’23見込 2024 '26目標

164
208

237
221

300

11.6% 8.7%

10.0%

7.5% 9.6%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

0

100

200

300

400

’21実績 ’22実績 ’23見込 2024 '26目標

20

1. セグメント戦略の推進

防災・
インフラ

 応用地震計測㈱

防災･

インフラ分野  東北ボーリング㈱
 宏栄コンサルタント㈱ 
 ㈱ケー･シー･エス

 南九地質㈱
 応用計測サービス㈱
 ㈱イー・アール・エス

計測･情報

システム分野

防災･減災事業部

防災･インフラ事業部

情報システム事業部 

計測システム事業部 

環境・
エネルギー

 エヌエス環境㈱
自然環境･

資源循環分野

ＧＸ･ブルー

エコノミー分野

地球環境事業部

エネルギー事業部

国際

国際グループ会社

防災･

インフラ分野

資源･

エネルギー分野

国内グループ会社

国
内
事
業

国
際
事
業

応用地質㈱

セグメント 事業体制ターゲット市場

 Geometrics, Inc.

 Robertson Geologging Ltd.

 IRIS Instruments SAS

売上･営業利益率推移
（売上：棒ｸﾞﾗﾌ、営業利益率：折線ｸﾞﾗﾌ）

セグメント戦略

2021 2022 2023  2024  2026

再生･安定化

重点拡大

安定化･拡大

※ハイライトは2021年以降M&Aにて買収した企業、灰色字は持分法適用会社
© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

 ㈱OX
 応用リソースマネージメント㈱

 オーシャンエンジニアリング㈱

 日本ジタン㈱

 三洋テクノマリン㈱  ※2024.2クロージング

 OYO Corporation, Pacific

 Kinemetrics, Inc.

 Geophysical Survey Systems, Inc.

 Fong Consult Pte. Ltd./FCI

 Geosmart International Pte. Ltd.

※セグメント変更影響を概算で織り込んだ参考値

2021 2022 2023  2024  2026

2021 2022 2023  2024  2026
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1. セグメント戦略の推進

事業の方向性

マテリアリティ

〔 現場技術×コンサルティング 〕×ICT でワンストップサービスへの進化を目指す

1 スマートな社会インフラの整備

2
自然災害の被害軽減と

レジリエントなまちづくり 

主な顧客

国、自治体、公的研究機関

⺠間企業

（インフラ事業者、デベロッパー、

建設会社、メーカー、その他）

事業の目標と戦略

分野別売上

防災･インフラ

計測･情報システム

主要ターゲット市場

① 事業効率化 ③ コンサルティング強化② 選択と集中

 事業部統合

 生産性向上（IT･生成AI活用）

 製品･サービスの見直し

 人材ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの最適化

 現場技術力×ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

 知的情報ｻｰﾋﾞｽへの進化

目標： 再生･安定化

防災･インフラセグメント戦略 

0

50

100

150

200

250

2023 2026

顧客別売上割合

0%

50%

100%

2023 2026

CAGR 5％

CAGR 3％

防災･インフラ分野

※CAGR：年平均成⻑率

計測･情報システム分野

(億円)

公共セクター ⺠間セクター

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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1. セグメント戦略の推進

〔 現場技術×コンサルティング 〕×ICT でワンストップサービスへの進化を目指す

道路インフラの老朽化対策［ VIBRES®(ビブリス) ］

小型バイブレーターの振動でアンカーの引張り材を共振させ、その固有振動数から緊張力を

算出することで、簡便に効率的かつ安全にグラウンドアンカーの健全度を点検します。

地盤変化のリアルタイム監視［ OYO Tracker 4D (仮称) ］
３次元常時微動トモグラフィ技術を活用し、地下工事や地盤改良工事等で次々変化する地盤状況

（Ｓ波速度分布）をリアルタイムに捉えることで、工事や周辺環境への重大な影響を未然に防ぎます。

３次元微動探査装置 McSEIS-AT 地下工事に伴うＳ波速度変化の差分解析イメージ

激甚化する自然災害への対応
現地調査から危険度分析、対策検討、監視センサ設置及びアラート発信まで、ワンストップのサービスで

多様化・激甚化する豪雨災害等から人々の命を守ります。

OYO自営クラウド

ハザードマッピングセンサ

広･中域浸水被害推定
（流出解析モデル）

狭域浸水被害管理
（事象管理システム）

特定施設被害推定
(３Dデジタルツイン)

崩壊危険個所抽出
（０次谷AI分析）

センサデータ
３次元表示

土砂ハザード
判定システム

統合モニタシステム

防災･インフラ 

VIBRES®システムは、
当社と中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋㈱と
岐阜大学が共同で研究した技術です。(特許第6283439)

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

防災･インフラセグメント戦略 



自然環境･資源循環

ＧＸ･ブルーエコノミー
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1. セグメント戦略の推進

事業の方向性主要ターゲット市場

マテリアリティ

グループ総力で海洋事業を拡大し、ＧＸとブルーエコノミーの促進に貢献する

3

4

主な顧客

国、自治体、公的研究機関

⺠間企業（不動産関連会社、商社、

メーカー、発電事業者、石油･ガス事業者、

資源開発会社、建設会社、その他）

事業の目標と戦略

脱炭素社会、持続可能な

循環型社会の形成

豊かな自然共生社会の実現 

目標： 重点拡大

① 経営資源の拡充 ③ サービスの浸透② 事業領域の拡大

 人員･資金･設備･情報の拡充

 ｸﾞﾙｰﾌﾟｼﾅｼﾞｰの最大化

 脱炭素･資源循環領域

 ブルーエコノミー領域

 アライアンスの拡大

 販売･ＰＲの強化

環境・エネルギー 環境･エネルギーセグメント戦略 

分野別売上

0%

50%

100%

2023 2026

顧客別売上割合

自然環境・資源循環分野

※CAGR：年平均成⻑率

GX･ブルーエコノミー分野

(億円)

公共セクター ⺠間セクター
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200

2023 2026

CAGR 11%

CAGR 5%

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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1. セグメント戦略の推進

次世代海洋センシング技術

洋上風力関連調査

海洋環境・生物調査

危険物（不発弾）探査

Kline社 System2000カタログより引用

海底地形測量・海底面調査・地層探査

Kline社 K-Chripカタログより引用

海底ケーブルルート調査

㈱オフショア･オペレーション「かいゆう」

グループ総力で海洋事業を拡大し、ＧＸとブルーエコノミーの促進に貢献する

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

ブルーエコノミー
海洋⽣態系の健全性を維持しながら、経済成⻑、⽣活

の向上、雇用のために海洋資源を持続的に利用すること

 ICT･ロボティクス･AIを活用した

次世代海洋センシング技術の開発

 技術･リソース･ノウハウの共有による

バリューチェーンの強化

 付加価値の高い海洋情報サービスの創出

グループシナジーの最大化

環境･エネルギーセグメント戦略 



防災･インフラ

資源･エネルギー
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1. セグメント戦略の推進

事業の方向性ターゲット市場

マテリアリティ

「測る」のイノベーションを展開し、市場変化に柔軟に対応する

1

2

主な顧客

各国政府機関／研究機関

各国物理探査／非破壊検査会社

各国地盤調査会社

事業の目標と戦略

地域・サービス戦略

脱炭素社会、持続可能な
循環型社会の形成

スマートな社会インフラの整備

3

自然災害の被害軽減と
レジリエントなまちづくり 

目標： 安定化･拡大

① 事業領域の拡大 ③ グループ連携② 販売力強化

 洋上風力発電市場

 アジア･中東市場の開拓

 グループ協働によるｸﾛｽ

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ｸﾛｽｾﾙの拡大

 国内技術の海外展開に

よる付加価値の創出

サービス戦略

主力サービス 成⻑投資分野

 物理探査機器･地震観測システム

 インフラ調査･工事･管理ソリューション

 水･金属資源に関する調査･物理探査機器

 不発弾探査･PS検層（洋上風力）

防災･インフラ分野

資源･エネルギー分野

 アスファルト舗装品質管理システム

 構造物健全性監視システム

 超高分解能海洋地震探査システム

 大水深速度検層システム

防災･インフラ分野

資源･エネルギー分野

国 際 国 際セグメント戦略 

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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1. セグメント戦略の推進

① OYOUSAグループ

全体の中東売上拡大

(1)中東市場開拓

① シンガポールへの4次元微動アレイ技術の展開

② M&A、提携先の発掘

③ OYO（国内事業）との人材交流

(2)アジア事業拡大

① インフラ管理ソリューションの展開

② 新製品コンクリートレーダーの展開

③ 洋上風力市場への新製品投入

新製品･サービス拡大

EMEA

アジア
南北

アメリカ

Fong Consult Pte. Ltd./FCI

Geosmart International Pte. Ltd.

Kinemetrics, Inc.

IRIS Instruments SAS
(持分法適用会社)

Robertson Geologging Ltd.

  OYO Corporation, Pacific

Geophysical Survey Systems, Inc.

Geometrics, Inc.

分野別売上額

※EMEA：ヨーロッパ、中東及びアフリカ

製品戦略

２つの地域戦略
防災･インフラ分野

資源･エネルギー分野

(億円)

国 際セグメント戦略 

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.



前中期経営計画 OYO中期経営計画2026 IoT･生成AI･ロボティクスなど先進テクノロジーの活用による
センシング技術や調査解析技術、情報価値の高度化

27

1. セグメント戦略の推進 未来創造・成⻑投資 

 市場ニーズに即したイノベーション開発投資

研究開発

投資

DX投資

イノベーション開発〔研究開発・DX〕投資の内容

成⻑投資分野

防災・
インフラ

環境・
エネルギー

国際

OYO Advance2023
(2021-2023累計)

イノベーション

開発投資へ統合

OYO 中期経営計画2026
(2024-2026累計)

80
億円

約

70
億円

 マルチハザード評価

 インフラリスク評価、

公共交通コンサルティング

 多種多様なモニタリング計器

の開発

 統合モニタリングシステム

防災･インフラ分野 計測･情報システム分野

セグメント

 自然由来重金属貯留工法

（MNAD）

 脱炭素社会形成・資源循環事業

 次世代海洋センシング

 浮体式洋上風力発電サイト調査

自然環境･資源循環分野 ＧＸ･ブルーエコノミー分野

 アスファルト舗装品質管理

システム

 構造物健全性監視システム

 超高分解能海洋地震探査

システム

 大水深速度検層システム

防災･インフラ分野 資源･エネルギー分野

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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1. セグメント戦略の推進

「測る」のイノベーションを展開し、市場変化に柔軟に対応する

防災･インフラ分野 資源･エネルギー分野

未来創造･成⻑投資 国 際

製品群のプラットフォーム化 資源探査市場から再生可能エネルギー市場へ転換

●Nexus

製品製造プラットフォームを共通化して開発サイクルの短縮化を実現します。

●超高分解能海洋地震探査システム

⽯油・ガス市場で使われていた地盤調査技術を、成⻑著しい洋上⾵⼒市場向けに改良・最適化
することで、海洋工事に伴う地盤災害リスクを最小化し、クリーンなエネルギーの開発に貢献します。

機器販売からサービスソリューションへ新展開 拡大する洋上風力市場への対応

●構造物健全性監視システム

高性能の地震観測システムに、様々なセンサーとデータ処理技術を組み合わせることで、構造物ごとに
最適化されたモニタリングソリューションを構築し、自然災害に強いインフラを支えます。

●大水深速度検層システム

洋上風車の建設が、大水深の遠洋へ拡大していることを受け、既に業界標準となっている 速度検層シ
ステムを大深度に適用できるよう改良することで、さらなるクリーンエネルギーの開発に貢献します。

Nexus
The Platforms that Power GSSI’s Future

埋設管コンクリート

アスファルト 統合機能

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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2. バランスシートの最適化 キャッシュアロケーション

 ノンコア資産の売却、売上債権回転期間の短縮化推進、グループ内余剰資金の活用等により、

資本効率性の向上を図る

キャッシュアロケーション方針

（2024-2026累計） （2024-2026累計）

営業CF
（研究開発費控除前）

220億円〜230億円

ノンコア資産売却
10億円

手元資金
70億円〜90億円

有利子負債活用

成⻑投資

130〜140億円

M&A投資

増加運転資金

70億円〜80億円

イノベーション開発投資
人的資本投資
設備投資

事業規模増に伴う運転資金増

原則､連結配当性向50％以上かつDOE2％以上
機動的な自己株式取得の実施

M&Aを実施する場合は
有利子負債を活用

株主還元
100億円〜110億円

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.



前中期経営計画における「連結配当性向の目処：40〜60％」から変更

→2024年12月期 配当予想は1株当たり58円/年 (連結配当性向 52.4％)

自己資本の増加を抑制しＲＯＥの改善に努める

→2024年2⽉〜9月 20億円、100万株を上限に自己株式取得

32円
46円 48円

58円

46.9%
40.7%

65.7%

34.7%※

2020 2021 2022 2023 2026

原則、配当性向50%以上
且つDOE2%以上

30

2. バランスシートの最適化 株主還元施策

営業CFと余剰資金活用による株主還元施策

キャッシュアロケーション方針を踏まえた財務規律指標見込

連結配当性向50％以上、且つDOE2％以上を原則として
配当実施

機動的な自己株式取得の継続

自己資本比率

D/Eレシオ

2026/12期2023/12期

74％ 60〜65％

0.12倍 0.30〜0.35倍

配当性向の推移

自己資本の推移

675

億円

694

億円

699

億円

744

億円

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

配当額

連結配当性向

増加を抑制

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

※2023/12期について繰延税金資産を除いた場合、配当性向は46.7％
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3. サステナブル経営の強化
人材戦略・働き方改革
気候変動リスク対応
ガバナンス･コンプライアンス

事業活動による脱炭素の取組み（間接的削減）

自社開発
技術

社会課題
貢献

新技術を活用してGHG排出量削減に寄与

社会のGHG排出量削減に寄与するサービス

 当社グループは、事業活動とサステナブル経営を通じて、

脱炭素社会と持続可能な循環型社会の形成に貢献

気候変動リスク対応人材戦略・働き方改革

ガバナンス・コンプライアンス

 人材ポートフォリオの拡充

 「働きやすさ」と「働きがい」の実現 人的資本経営
の推進

人は「資本」

人材の価値を最大限に

引き出して活かす

経営を推進

人的資本投資

10億円

 グループガバナンス強化

 株主とのエンゲージメント強化

 コンプライアンスの徹底 株主・投資家

その他ステークホルダーOYOグループ

情報開示拡充による透明性の確保+関係性強化

取締役会

適切な統治・法令遵守

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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2024年12月期連結業績見通し4．

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.
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2024年12月期 連結業績予想

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

（百万円）

FY2023 FY2024
前期比

増減額 比率

期首受注残高 28,075 29,000 925 103.3％

受注高 66,844 65,000 -1,844 97.2％

売上高 65,602 66,000 398 100.6％

営業利益 2,842 3,500 658 123.2％

経常利益 3,595 4,000 405 111.3％

親会社株主に帰属する

当期純利益 4,006 2,600 -1,406 64.9％



（百万円）
FY2023 FY2024 前期比率

受注高 25,627 27,700 108.1％

売上高 25,489 27,200 106.7％

営業利益 369 1,290 349.6％

受注高 25,225 22,300 88.4％

売上高 23,720 22,100 93.2％

営業利益 2,379 1,660 69.8％

受注高 15,992 15,000 93.8％

売上高 16,393 16,700 101.9％

営業利益 94 550 585.1％

34

2024年12月期 セグメント別業績予想

© 2024 OYO Corporation, All rights reserved.

防災・インフラ

環境・エネルギー

国 際

※セグメント変更影響を概算で織り込んだ参考値
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2024年12月期 配当政策/配当予想
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 2024年配当予想：一株当たり58円/年（中間29円、期末29円）、連結配当性向52.4％
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1. 2023年12月期連結決算概要および
前中期経営計画『OYO Advance2023』の振返り

2.『資本コストや株価を意識した経営の実現』に向けた対応

3. 新中期経営計画『OYO 中期経営計画2026』概要

4. 2024年12月期連結業績見通し

本日のポイント
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IRに関するお問い合わせ

応用地質株式会社 経営企画本部 広報・IR部

prosight@oyonet.oyo.co.jp


